
活⽤効果調査表は、新技術活⽤計画書、実施報告書、活⽤効果調査表（発注者⽤、施⼯者⽤）
で構成されており、新技術活⽤前に計画書、活⽤後に実施報告書、活⽤効果調査表を作成して
ください。

※システム画⾯は、⼀部簡略化しています。

新技術活⽤前（VE Ａ VR） 新技術活⽤後（Ａ VR）

■新技術活⽤計画書 ■実施報告書
■活⽤効果調査表

活⽤効果調査表の構成

  新技術の活用理由等

 活用効果調査

現場で
新技術活⽤

新技術活⽤計画書 実施報告書

活⽤効果調査表

  活用技術、工事概要

新技術活用計画書

新技術の施工期間や活用理由等
について記入してください。

実施報告書

新技術の対象数量等の施工概要
を記入してください。

活用効果調査表

従来技術と比較した、新技術の活
用の効果を評価し、記入してください。

 施工概要等



NETISシステム操作について

1.NETISの原則義務化
・直轄⼯事においては、原則1技術以上の新技術を活⽤しなければならない。

2.ID、パスワードの申請
・活⽤効果調査表作成のIDとパスワードは1⼯事毎に申請が必要です。

紛失しないよう保管を︕

3.新技術活⽤計画書、実施報告書および活⽤効果調査表の作成について
3-1.保存について
・120分でタイムアウトするため⼀時保存を⾏ってください。

3-2.計画書の作成について （活⽤前）
・活⽤等の型を忘れずに選択してください。
・計画書を作成し、「記⼊完了」に☑して登録してください。

3-3. 「A」「VR」技術について （活⽤後）
・実施報告書を作成し「記⼊完了」に☑してください。
・すべての項⽬のコメントを記⼊してください。（当該技術に関連しない場合も）
・活⽤効果調査表を作成し 「記⼊完了」に☑して登録してください。

3-4. 「VE」技術について （活⽤後）
・実施報告書、活⽤効果調査表の作成・登録は不要です。

※活⽤効果調査表などは登録完了後は閲覧できないので、必要に応じて事前に保存してください。

使えない調査表

活⽤効果
調査表

活⽤効果調査表が
５件蓄積されても

不備のある
活⽤効果調査表

調査表の５件のうち内容に不備があれば
評価に使えないことがあります。

調査表の内容ついて疑義があると、再確認する場合があります︕
調査表の内容について疑義があると、事後評価の際〔数年後〕に問合せが来る場合があります。

不備のない厳正な調査表の作成

活⽤効果調査表は、直轄⼯事等で活⽤された新技術の有⽤性を検証し評価することを
⽬的とした、事後評価にかかせない重要な基礎資料です。厳正な評価をお願いします。

活⽤効果
調査表

評価可能な調査表

活⽤効果
評価会議

調査表が５件に満たないため、

評価会議で評価されず、事後評価ができない。

４件

１件

活⽤効果調査表が
５件以上で実施

活⽤効果調査の重要性



調査者（施⼯者） 調査者（発注者） 九州技術事務所

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ受領

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ
の発⾏

計画書

計画書「記⼊完了」に☑

実施報告書、
調査表（施⼯者⽤）

作成・登録
実施報告書「記⼊完了」に☑
調査表 「記⼊完了」に☑ NETIS登録

調査表 「記⼊完了」に☑

1⼯事毎に申請する

修正あり 修正なし

修正あり

修正なし

「活⽤等の型」を忘れずに選択

活⽤調査表

実施報告書

（A・VRの
み）

「活⽤等の型」を忘れずに選択
計画書「記⼊完了」に☑

登録

修正あり 修正なし

︻
発
注
者
指
定
型
︼

︻
施
⼯
者
選
定
型
︼

通知
（⾃動メール）

通知
（⾃動メール）

通知
（⾃動メール）

通知
（⾃動メール）

通知
（⾃動メール）

【VEについて】
実施報告書、活⽤効果調査表の
作成・登録は不要です。

【活⽤前】

【活⽤後】

通知
（⾃動メール）

通知
（⾃動メー
ル）

VEの場合

VEの場合

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ申請情
報確認

計画書確認・登録

修正依頼受領
連絡

（⼝頭等）

記⼊内容確認

記⼊内容確
認

NETIS登録

調査表（発注者⽤）
作成・登録

修正依
頼

登録

修正依頼受領

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ申請

計画書作成・登録

修正依
頼

記⼊内容確認

修正依頼修正依頼受領

計画書作成・⼀時保
存

計画書確認

通知
（⾃動メール）

連絡
（⼝頭等）

通知
（⾃動メール）

通知
（⾃動メール）

※ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞは、
発注者からでも申請できます。

ID・ﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ
承認、発⾏

受注者記⼊内容確認

P26〜

P28〜

P30〜

P36〜

オンライン活⽤効果調査表作成の実施フロー



❶ ID/パスワードの申請⽅法 1

NETISのトップページから、
「活⽤効果調査表/活⽤計画書」タブを選択

活⽤効果調査表等作成のID・パスワードは１⼯事毎に申請が必要です。

WEB活⽤効果調査表の「作成」を選択

ID/パスワードの申請は、WEB活⽤効果調査表の「作成」をクリックしてください。



「ログインIDパスワードを新規登録」を選択

ID/パスワードの申請フォーム

新規登録フォームの全ての項⽬を⼊⼒してください。

ID/パスワードによるログイン画⾯が表⽰されますが、
ここでは、ログインIDパスワードを新規登録のボタンをクリックしてください。

❸コリンズ番号は１０桁の数字を⼊⼒
【注意点】設計書番号ではありません。

❻技術活⽤提案⽇

❷正確な情報を⼊⼒
【注意点】年度や⽂字抜けがあります。

❺新技術のNETIS番号
【注意点】情報識別記号「A、VR、VE」の⼊⼒はしない

❹担当職員と事前に打合せの上で職員⽒名とメールアドレスを⼊⼒

❶

❷
❸

❹

❺ ❻

❼

❶施⼯会社等の名称を⼊⼒
【注意点】国⼟交通省は発注者なので間違えて⼊⼒しない。

❶〜❻登録フォームの必要事項を
⼊⼒し最後に❼申請をクリック

設計書番号を⼊⼒すると⼯事情報が表⽰されます



新技術活⽤前に「新技術活⽤計画書」の登録が必要です。

【新技術活⽤計画書の作成⼿順】

❶ 「活⽤等の型」を
リストから選択

❷ 活⽤計画書の作成について

❶〜❸の条件を⼊⼒・選択したら、
最後に❹計画書をクリックして登録

❸ 全て⼊⼒完了後、
「記⼊完了」をチェック

NETIS記載の従来技術が⾃動で⼊⼒されます



・120分でタイムアウトします。⼊⼒情報が消失してしまいますので、ご注意ください。
・ ⼀時保存した内容はシステムに保管され、再度ログインすると復旧されます。

活用の型は赤枠が主

❶ 「活⽤等の型」をリストから選択してください。
活⽤等の型は、「施⼯者選定型（契約後提案） 「施
⼯者選定型（総合評価技術提案） 「発注者指定型」
の場合がほとんどです。間違いのないように注意し
てください。

②「新技術活⽤計画書」のタブをクリックし、
全ての項⽬を記⼊してください。

③ 全ての項⽬を記⼊したら、記⼊完了に☑を⼊れて
ください。

④ 登録ボタンをクリックしてください。

「活⽤理由」
・活⽤した理由をチェックし、コメントを記⼊します。
・６項⽬のうち、必ず１項⽬以上の記⼊が必須となっています。
・チェックした項⽬は、コメント欄を必ず記⼊してください。
・NETIS申請情報の「従来技術との⽐較」を確認し、向上すると
されている項⽬については、必ずチェックし、コメントを記⼊
してください。

・従来技術と⽐べて、向上する活⽤理由を記⼊してください。

【新技術活⽤計画書の作成⼿順】

※コメント欄について
調査表等の右側にあるコメ
ント欄は、不備を有する
調査表に対し、修正依頼
を実施する際に、確認者
が修正内容等を記⼊する
為に使⽤します。

修正等がない場合は、記⼊
の必要はありません。

ID・パスワード
新規登録フォームより

⾃動転記

❷ 「新技術活⽤計画書」
の全ての項⽬を⼊⼒

間違えやすい
ので注意！！



活⽤効果調査表の作成は、【施⼯者】【発注者】それぞれ作成が必要です。（VE技術は不要）

【活⽤効果調査表の作成⼿順】

評価項⽬は、経済性、⼯程、品質・出来形、安全性、施⼯性、環境の６項⽬あります。

❶６項⽬について、調査

❺調査表を登録

❸ 活⽤効果調査表の作成について

❹ ⼊⼒完了後、
「記⼊完了」をチェック



①「活⽤効果調査表」のタブを
クリックし、６項⽬全ての
項⽬を評価してください。

② 総合的所⾒を全て記⼊して
ください。

【活⽤効果調査表の作成⼿順】

・定性的５段階評価をお願いします。

・コメントは必ず記⼊してください。
「当該技術に関連しない項⽬である」

場合もその理由をコメントして
ください。

③ 新技術の活⽤状況が写真を
添付してください。
(施⼯者のみ)

④ 全ての項⽬を記⼊したら、
記⼊完了に☑を⼊れてください。

⑤ 登録ボタンをクリックして
ください。

・施⼯状況、使⽤材料、計測状況、
完了等

❷総合的所⾒を記⼊

❸写真を添付
（施⼯者のみ）



【効果調査】
・「５段階」で評価してください。当該技術が評価に
関連しない場合は「当該技術に関連しない項⽬であ
る」にチェックしてください。

・「優れていた点」「劣っていた点」にチェックして
ください。

※コメントは必ず記⼊してください。

【コメント】
・効果調査の理由を必ず記⼊してください。効果調査
の理由や評価の視点との整合を図ってください。

活⽤効果調査表の６項⽬の評価は、下記を参考に作成してください。

❸ 活⽤効果調査表の作成の留意事項

❶⽐較する従来技術と
⽐べて判断し、優劣など
の評価を必ず、
クリックして選択

（例）
ベースマシンがバックホウタイプで小
型であることから、機械経費・人件費
が安価となり、仮設足場材（敷鉄板）
に要する費用が減少し、施工日数が
短縮できたという理由で非常に優れ
ている。

❷該当する項⽬をチェック
該当項⽬がなければチェックは不要です。

❶
❷

❸

監督職員とテキストで
やりとりする場合に使⽤

評価項⽬のチェックポイント
①効果調査（優れる、同等、劣る、当該技術に関連しない項⽬）
②優れていた点、劣っていた点
③①②とした理由のコメント

整合は取れているか︖【活⽤効果調査表】の総合的所⾒との記載
【活⽤計画書】の活⽤理由の記載

記⼊漏れや評価に⽭盾がないよう発注者は必ず
チェックしてください。
また、施⼯者の評価と発注者の評価が⼤きく異な
ることがないよう評価に当たっては施⼯者と発注
者の間で⼗分調整を図ってください。

❸コメントは、❶【効果調査】❷【該当する項⽬チェック】と
の整合性を取ってください。
【優れていた点】あるいは【劣っていた点】の理由を必ず記⼊。
【当該技術に関連しない項⽬】とした場合はその理由を必ず記
⼊。

留意事項１

留意事項２



「５ (優れる) 」にチェック

不整合 不整合

効果調査は「５」（優れる）にチェックされているが、
調査の視点で「劣っていた点」の項⽬にチェックされている。
コメントは「劣っていた」との理由が記載されていることから、不整合である。

【活⽤効果調査表】

活⽤計画書の活⽤理由を記載した評価項⽬は、必ず調査表の効果調査を５段階で評価を⾏って
ください。

【活⽤計画書】

５段階評価が⾏われておらず、
「当該技術に関連しない項⽬である」
にチェックされています。

５段階評価を⾏い、コメント記⼊して
ください。

不整合の例

【活⽤効果調査表】

留意事項３

留意事項４



❸ 活⽤効果調査表の作成のコメント事例集

九州技術事務所ホームページ
http://www.qsr.mlit.go.jp/kyugi/index.html

コメント事例集を九州技術事務所ホームページに掲載しています。

新技術活⽤効果調査表のコメント事例集

新技術情報／ＮＥＴＩＳ

こちらをクリック︕

活⽤（活⽤計画書・報告書および活⽤効果調査表）

こちらをクリック︕

こちらをクリック︕

『調査項⽬の効果調査が「当該技術に関連しない」』のコメント事例

効果調査が「当該技術に関連しない評価項目」の場合

経済性　　【コメント】

材料費が高価で鉄筋への装着労務が必要となるなど直接的な費用は増加しているが、仕上り後の補修費の有無に対する比較は困難である。

今回、施工対象面積が小さく、従来技術との比較において対象としない。

工程　　【コメント】

今回、施工対象面積が小さく、従来技術との比較において対象としない。

工程は調査の視点に該当がない。

工程は、システムの性質的に関係しない。

工程に影響する技術ではないため評価できない。

品質・出来形　　【コメント】

品質・出来形は該当しない評価項目である。

品質・出来形は調査の視点に該当がない。

品質・出来形は、コンクリート構造物の弱点となりやすい打ち継ぎ目の強度低下を防ぐものであるが、今回の施工での確認はできない。

今回、新技術は、現況トンネルの形状把握で用いた為、品質・出来形に関連しない評価項目である。

機材の形態上、当該技術に関連しない評価項目である。



■調査表記載にあたっての主な留意点

経済性︓新技術の導⼊コストだけでなく、⼯期短縮などに伴う、⼈件費、管理費、仮設費⽤など
のコスト含めて総合的な観点から評価をお願いします。

⼯ 程︓技術導⼊による施⼯期間での評価をお願いします。

品質・出来形︓施⼯性の視点（現場での施⼯や作業が容易など）での評価ではなく、⽬的物の品質
や出来形が向上する視点（耐久性向上・現場での管理項⽬など）での評価としてく
ださい。

安全性︓今回の現場施⼯中による効果での評価をお願いします。
施⼯後の新技術の導⼊効果は評価しないようお願いします。

当該技術に関連しない項⽬である︓
技術特性により評価項⽬が適切でない場合に限り選択してください。
従来技術も影響を与えないあるいは変化がない場合の評価は、「同等（3点）」の評価となります。

活⽤効果調査にあたっては、NETIS申請情報「活⽤の効果」の内容を確認し、技術特
性を⼗分理解し、適切な評価となるよう留意してください。
活⽤効果調査表の評価は、NETIS記載の従来技術と⽐較してください。（P28参照）

❸ 活⽤効果調査にあたってのアドバイス

■新技術活⽤計画書
「計画書」は、活⽤する全ての新技術において、
作成が必要です。
新技術活⽤決定後速やかに作成し、必ず活⽤前
までに登録してください。

■実施報告書・活⽤効果調査表（以下、調査表）
「実施報告書」「調査表」は新技術を活⽤後、
速やかに作成し登録してください。

「-VE」技術は、「実施報告書」「調査表」の
作成が不要です。

【活⽤後】

■計画書 ■実施報告書
■活⽤効果調査表(施⼯者⽤)

〃 (発注者⽤)

【活⽤前】

NETIS
（Web）

施⼯者 発注者 技術事務所

計画書
調査表
報告書作成・登録

計画書
調査表
報告書確認

調査表
作成・登録

活⽤効果調査表等は、発注者と施⼯者がNETIS
システム上で作成します。

■活⽤が中⽌になった場合は、システムから削除の上、九州技術事務所に報告
してください︕ E-mail ： qsr-kyugi-netis@ki.mlit.go.jp

登録・訂正登録・訂正

❸ 活⽤効果調査表の作成にあたっての留意点

経済性・⼯程は、当該技術に関連しない項⽬とせず、原則5段階評価を⾏ってください。



新技術の対象数量を記入してください。
例）掘削工2,000m3 
単位は、NETIS 掲載情報「活用効果の根拠」に合わせてください。 ❶「実施報告書」の全ての

項⽬を⼊⼒

「-A」「-VR」技術は新技術活⽤後、実施報告書及び活⽤効果調査表の作成・登録が必要です。

（VE技術は不要）【実施報告書の作成⼿順】

❶「実施報告書」のタブをクリッ
クし、全ての項⽬を記⼊して
ください。

❷全ての項⽬を記⼊したら、記⼊
完了に☑を⼊れてください。

【新技術活⽤計画書の作成⼿順】

❷ ⼊⼒完了後、
「記⼊完了」をチェック

❹ 実施報告書の作成について


